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令和３年４月 28日 

国税庁 

 

 

「所得税基本通達の制定について」（法令解釈通達）の一部改正(案)

（保険契約等に関する権利の評価）に対する意見公募手続の実施に

ついて 

 

 

 国税庁では、「所得税基本通達の制定について」（法令解釈通達）の一部改正について、別添のと

おり予定しています。 

 これらの改正につき御意見等（日本語に限ります。）がありましたら、電子政府の総合窓口（e－

Gov）の意見提出フォーム、ＦＡＸ又は郵便等により下記までお寄せください。 

 御意見等には、氏名又は名称、連絡先及び理由を付記してください。寄せられた御意見につきま

しては、氏名又は名称及び連絡先を除き公表させていただく場合があります。 

 なお、電話では御意見をお受けできませんのであらかじめ御了承願います。 

 また、御意見等に対しましては、個別には回答いたしませんので、あらかじめ御了承願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【募集期間】 
 

令和３年４月 28日(水)から令和３年５月 27 日(木)まで（必着） 
 

【御意見の提出先】 
 

○ 電子政府の総合窓口（e－Gov）の意見提出フォームを使用する場合 
 

「パブリックコメント：意見募集中案件詳細」画面の意見提出フォームへのボタンをクリ

ックし、「パブリックコメント：意見提出フォーム」より提出を行ってください。 
 

○ ＦＡＸの場合 
 

ＦＡＸ番号：03－3593－0405 

国税庁 課税部 個人課税課 審理第２係宛 

(ＦＡＸの件名に「『所得税基本通達』一部改正(案）に対する意見」と記載願います。) 
 

○ 郵便等による場合 
 

〒100－8978 千代田区霞ヶ関３－１－１ 

国税庁 課税部 個人課税課 審理第２係宛 

(封筒等の表面に「『所得税基本通達』一部改正(案）に対する意見」と記載願います。) 
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別 添  

 

「所得税基本通達の制定について」（法令解釈通達）の一部改正（案）の概要 

 

１ 改正等の背景 

  所得税法上、使用者が、役員又は使用人に対して、生命保険契約若しくは損害保険契約又はこれら

に類する共済契約（以下「保険契約等」といいます。）に関する権利を支給した場合には、支給時にお

いて保険契約等を解約した場合に支払われることとなる解約返戻金の額（解約返戻金のほかに支払わ

れることとなる前納保険料の金額、剰余金の分配額等がある場合には、これらの金額との合計額。以

下「支給時解約返戻金の額」といいます。）で評価すると取り扱っています。 

  他方で、「低解約返戻金型保険」や「復旧することのできる払済保険」など解約返戻金の額が著しく

低いと認められる保険契約等については、第三者との通常の取引において低い解約返戻金の額で名義

変更等を行うことは想定されないことから、支給時解約返戻金の額で評価することは適当でないと考

えます。 

 

２ 改正案の概要 

  法人税基本通達では、保険契約等に関する権利について、支払保険料の一部を前払保険料として資

産に計上する取扱いが定められています。 

  このような法人税基本通達の取扱いを踏まえ、使用者が、役員又は使用人に対して、解約返戻金の

額が著しく低いと認められる次の保険契約等に関する権利を支給した場合には、次の金額で評価する

こととします。 

 ⑴ 支給時解約返戻金の額が支給時資産計上額の 70％に相当する金額未満である保険契約等に関す

る権利を支給した場合には、支給時資産計上額により評価する。 

 ⑵ 復旧することのできる払済保険その他これに類する保険契約等に関する権利を支給した場合に

は、支給時資産計上額に法人税基本通達９－３－７の２の取扱いにより使用者が損金に算入した金

額を加算した金額により評価する。 

 （注１）「支給時資産計上額」とは、使用者が支払った保険料の額のうち当該保険契約等に関する権利

の支給時の直前において前払保険料として法人税基本通達の取扱いにより資産に計上すべき

金額をいい、預け金などで処理した前納保険料の金額、未収の剰余金の分配額等がある場合に

は、これらの金額を加算した金額をいいます。 

 （注２）今回の見直しの対象は、法人税基本通達９－３－５の２の適用を受ける保険契約等に関する

権利としていますが、法人税基本通達の他の取扱いにより保険料の一部を前払保険料に計上す

る「解約返戻率の低い定期保険等」及び「養老保険」などについては、保険商品の設計などを

調査したうえで、見直しの要否を検討します。 

 

３ 適用時期 

  改正後の所得税基本通達の取扱いは、令和３年７月１日以後に行う保険契約等に関する権利の支給

について適用します。 

 （注）法人税基本通達９－３－５の２の取扱いは、令和元年７月８日以後に締結する保険契約等につ

いて適用するとされていることから、同日前に締結した保険契約等は、原則として、見直しの対

象にならないものと考えます。 

 

４ 新旧対照表 

  所得税基本通達 36－37 の新旧対照表は別紙のとおりです。 


